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発表内容

１．国の体制・政策

２．宇宙産業の動向

３．宇宙輸送システムに係る最近の動向

４．日本成長戦略会議の状況



１．国の体制・政策
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宇宙政策に関する政府の体制

宇宙開発戦略本部
（本部長：内閣総理大臣、副本部長：内閣官房長官、宇宙政策担当大臣、全閣僚で構成）

宇宙基本計画・宇宙安全保障構想を策定、工程表を毎年改訂

宇宙政策委員会
（委員長：後藤 高志 西武ホールディングス代表取締役会長）

国立研究開発法人
宇宙航空研究開発機構

宇宙開発戦略推進事務局

内閣官房

内閣
情報調査室 外務省

情報収集衛星
開発・運用

気象衛星開発・
運用、インフラ・
防災へ衛星
データ活用

地球観測衛星
利用等

安全保障 通信・放送
関連研究
開発等

事務局

産業基盤
強化等

省庁間の横断的な連携

ロケット・衛星
研究開発、
科学技術
探査等

宇宙政策担当大臣

開発/運用事務局
・内閣総理大臣の諮問に応じて、宇宙開発利用に関する政
策の重要事項、関係行政機関の経費の見積り方針の重要
事項などを審議
・内閣総理大臣又は内閣総理大臣を通じて関係各大臣に
対し意見を述べる・勧告をすることができる。

・宇宙政策の総合的かつ計画的な推進・調整

その他
海洋、防災
警察庁
etc.…

外交

M

スマート農林
水産業

農林水産省

MAFF
Ministry 

of ,Agriculture, 
Forestry and 

Fisheries
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高市内閣総理大臣
（宇宙開発戦略本部長）

準天頂衛星システム



 「宇宙基本法」に基づき 「宇宙基本計画」を策定。
 同計画の具体的な施策は「工程表」※として取りまとめ。

※毎年度、６月頃に検討を加速すべき重点事項（「宇宙基本計画工程表改訂に向けた重点事項」）を整理し、年末に工程表の改訂を実施。

 「宇宙基本計画」を踏まえ、我が国が開発を進めるべき技術をとりまとめた「宇宙技術戦略」を策定。

宇宙基本計画（閣議決定）（2009年）
（数年に１度改訂 現計画（第5期）は2023年～）

工程表（宇宙開発戦略本部決定）
（毎年改訂）

宇宙技術戦略（宇宙政策委員会）
（2024年～、毎年改訂）

我が国の宇宙政策（全体像）

宇宙基本法（2008年）

宇宙戦略基金・各省庁技術開発
※宇宙戦略基金事業は2024年より開始 4

宇宙活動法（2016年）
衛星リモセン法（2016年）
宇宙資源法（2021年）

＜理念・方針＞

＜規制＞

＜目標・計画＞

＜進捗＞

＜技術開発方針＞

＜イメージ＞



 「宇宙基本法」に基づき 「宇宙基本計画」を策定（現在は第５期:2023年～）。
 宇宙産業を日本経済における成長産業とするため、その市場規模を2030年代早期に8.0兆円（2020年の2倍）
 宇宙の開発利用に関して、4つの柱（目標と将来像）を設定。
① 宇宙安全保障の確保 ② 国土強靭化・地球規模の課題への対応
③ 新たな知と産業の創造 ④ 宇宙活動を支える基盤強化

宇宙基本計画（概要）
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①宇宙安全保障の確保

③新たな知と産業の創造

②国土強靭化・地球規模の課題への対応

④宇宙活動を支える基盤強化

 情報収集衛星の機能強化、
通信衛星の多層化

 宇宙領域把握体制の構築
 衛星コンステレーション・防衛
用宇宙システムに必要な技
術の確立 等

 次世代通信サービス
（Beyond 5G）技術開発

 防災・減災、課題解決に資する
衛星データの利活用促進

 準天頂衛星システムの開発
整備・運用・利活用 等

 宇宙科学・探査に係るミッション
具体化、技術開発

 月面における持続的な有人活動
（アルテミス計画参加）等

 国際宇宙ステーション（ISS）の
活用、ポストISSに向けた検討
等

 基幹ロケットの打上げ高頻度化
 民間ロケットの開発・事業支援
 技術・産業・人材基盤の強化

(JAXAの役割機能強化、スター
トアップ支援等) 等



宇宙基本計画工程表【宇宙輸送部分】（令和7年12月）（抜粋）
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宇宙の起源や生命の可能性等の人類共通の
知を創出し、月以遠の深宇宙に人類の活動領
域を拡大するとともに、月面探査・地球低軌道
活動における産業振興を図る：
① 宇宙物理
② 太陽系科学・探査
③ 月面探査・開発等
④ 地球低軌道・

国際宇宙探査
共通

防災・減災、国土強靭化や気候変動を含めた
地球規模問題の解決と、民間市場分野でのイ
ノベーション創出、SDGs達成、Society5.0実
現をけん引：
① 通信
② 衛星測位システム
③ リモートセンシング
④ 軌道上サービス
⑤ 衛星基盤技術

宇宙技術戦略（概要）

宇宙科学・探査 宇宙輸送

分野共通技術

大容量のリアルタイム伝送を
可能にする光通信

衛星

① 機能性能の高度化と柔軟性を支えるハード
ウェア技術（デジタルデバイス等）

② 小型軽量化とミッション高度化を支える機械
系基盤技術（3Dプリンティング等）

③ ミッションの高度化と柔軟性を支えるソフト
ウェア基盤技術（AI、機械学習等）

④ 開発サイクルの高速化や量産化に資する開
発・製造プロセス・サプライチェーンの変革

⑤ 複数宇宙機の高精度協調運用技術

衛星、宇宙科学・探査、宇宙
輸送分野共通となる技術につ
いて、継続的に開発に取り組
むことが、サプライチェーンの自
律性確保、国際競争力強化
の観点から不可欠：

【出典】JAXA

宇宙用高性能デジタルデバイス
マイクロプロセッサー

製造試験ラインを自動化
しているOneWeb衛星

宇宙輸送能力の強化、安価な宇宙輸送価格
の実現、打上げの高頻度化、多様な宇宙輸送
ニーズへの対応を実現：

【出典】OneWeb 【出典】理化学研究所

COTS品の活用に重要となる
耐放射性試験等の環境試験

JAXA/TOYOTAが研究開発中
の有人与圧ローバ(イメージ)

①システム技術
②構造系技術
③推進系技術
④その他の基盤技術
⑤輸送サービス技術
⑥射場・宇宙港技術

CALLISTO(カリスト)プロジェクト：
日・仏・独の宇宙機関共同で、2026年度
にロケット1段目の再使用を実施予定

【出典】JAXA

 「宇宙基本計画」（令和５年６月１３日閣議決定）に基づき、安全保障・民生分野において横断的に、我が国の勝ち
筋を見据えながら、我が国が開発を進めるべき技術・ロードマップを含んだ「宇宙技術戦略」を策定。

 関係省庁における技術開発予算や10年間で総額１兆円規模の支援を行うことを目指す「宇宙戦略基金」を含
め、関係省庁・機関が今後の予算要求、執行において参照していくとともに、毎年度最新の状況を踏まえ改訂。

 必要な宇宙活動を自前で行うことができる能力を保持（「自立性」の確保）するため、我が国の技術的優位性の
強化、サプライチェーンの自律性の確保 等に資する取り組みを実施。

【出典】独TESAT 【出典】TOYOTA

7

https://www.sda.mil/military-agency-praised-for-leading-the-way-on-laser-communications/


技術開発の方向性
 事業全体の目標達成に向け、各分野において宇宙関連の他の施策との相乗効果を図りつつ、以下の方向性に沿っ
た技術開発を推進する。
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【基本方針】

 国内で開発された衛星や海外衛星、多様な打上げ需要に対応できる状況を見据え、低コスト構造の宇宙輸送シ
ステムを実現する。

     KPI:2030年代前半までに、基幹ロケット及び民間ロケットの国内打上げ能力を年間30件程度確保。
 そのための産業基盤を国内に構築し自立性及び自律性を確保するとともに、新たな宇宙輸送システムの実現に必

要な技術を獲得し我が国の国際競争力を底上げする。

 国内の民間事業者（スタートアップ含む）による小型～大型の衛星事業（通信、観測等）や軌道上サービス等
による国際競争力にもつながる自律的な衛星のシステムを実現する。
KPI:2030年代早期までに、国内の民間企業等によるシステムを５件以上構築。

 そのための産業基盤を国内に構築し自立性及び自律性を確保するともに、革新的な衛星基盤技術の獲得により
我が国の国際競争力を底上げする。

 また、上記衛星を含む衛星システムの利用による市場を拡大する。
KPI:2030年代早期までに、国内の民間企業等による主要な通信・衛星データ利用サービスを国内外で新たに30件以上社会実装。

 月や火星圏以遠への探査や人類の活動範囲の拡大に向けた我が国の国際プレゼンスを確保する
KPI:2030年代早期までに、国内の民間企業・大学等が月や火星圏以遠のミッション・プロジェクトに新たに10件以上参画。

 2030年以降のポストISSにおける我が国の民間事業者の事業を創出・拡大する。
KPI:2030年代早期までに、国内の民間企業等による地球低軌道を活用したビジネスを10件以上創出。

 また、これらの活動機会を活用し、太陽系科学・宇宙物理等の分野における優れた科学的成果の創出や、国際的
な大型計画への貢献にもつなげる。

輸送

衛星等

探査等



「『強い経済』を実現する総合経済対策」（令和７年11月21日 閣議決定）
宇宙戦略基金による速やかな総額１兆円規模の支援を通じて、宇宙空間における輸送、衛星及び探査の分野において先端技術開発、
技術実証及び商業化を支援する。

内閣府 経済産業省
文部科学省 総務省

宇宙航空
研究開発機構

民間企業、スタートアップ、
大学・国研等

【事業全体の目標（3Goals）】
○ 宇宙関連市場の拡大（2030年代早期に４兆円⇒８兆円 等）

宇宙関連市場の開拓や市場での競争力強化を目指した技術開発を支援
○ 宇宙を利用した地球規模・社会課題解決への貢献
 社会的利益の創出等を目指した技術開発を支援
○ 宇宙における知の探究活動の深化・基盤技術力の強化

革新的な将来技術の創出等に繋がる研究開発を支援

＜本制度のスキーム＞

輸送

衛星等 探査等

支援分野
(3Areas)

基金造成 委託・
補助金交付

令和5年度補正予算3,000億円（文科省1,500億円、経産省1,260億円、総務省240億円）
令和6年度補正予算3,000億円（文科省1,550億円、経産省1,000億円、総務省450億円）
令和7年度補正予算2,000億円（文科省xxx億円、経産省xxx億円、総務省xxx億円）
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 我が国として民間企業・大学等が複数年度にわたって大胆に研究開発に
取り組めるよう、新たな基金を創設し、民間企業・大学等による先端技術
開発、技術実証、商業化を強力に支援。

 速やかに総額１兆円規模の支援を行うことを目指すとともに、民間投資や
宇宙実証の加速、地域やスタートアップ等の国際競争力につながる特色ある技術の獲得・活用や産業の集積等の
観点からスタートアップを含む民間企業や大学等の技術開発への支援を強化・加速する。

 加えて、政府によるアンカーテナンシーを確保し、民間企業の事業展開の好循環を実現。

宇宙戦略基金
令和5年度補正予算3,000億円
（文科省1,500億円、経産省1,260億円、総務省240億円）
令和6年度補正予算3,000億円
（文科省1,550億円、経産省1,000億円、総務省450億円）
令和7年度補正予算2,000億円
（文科省950億円、経産省740億円、総務省310億円）



宇宙戦略基金による支援の全体イメージ（令和8年2月）
 宇宙技術戦略にも位置付けられているキー技術のうち、第三期については、特に通信分野、輸送・射場分野、軌道
上サービス分野、地球低軌道分野等での新たな投資を加速。
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●：第三期 ●：第二期 ●：第一期

衛星コンステレーションの構築に必要な通
信技術の実装支援

月・地球間通信
システム開発・実証FS

高精度衛星
編隊飛行技術

衛星サプライチェーン
構築のための部品・

コンポーネント開発・実証

高出力レーザの宇宙適用に
よる革新的衛星ライダー技術

大気突入・空力減速に係る
低コスト要素技術

低軌道自律飛行型
モジュールシステム技術

将来輸送に向けた
地上系基盤技術

SX研究開発拠点

宇宙機の環境試験の課題解決

宇宙転用・新産業シーズ創出拠点

固体モータ主要材料
量産化のための
技術開発

宇宙輸送システムの
統合航法装置の開発

高頻度打上げに資する
ロケット部品・コンポーネント

等の開発

スマート射場の
実現に向けた

基盤システム技術

衛星光通信の導入・活用拡大に向けた
端末間相互接続技術等の開発

高頻度物資回収
システム技術

衛星光通信の実装を見据えた衛星バス及
び光通信端末の開発及び製造に関する
フィージビリティスタディ

空間自在移動の
実現に向けた技術

国際競争力ある通信ペ
イロードに関する技術の

開発・実証

衛星通信と地上ネットワークの
統合運用の実現に向けた周波
数共用技術等の開発・実証

衛星データ利用システム海外
実証（FS）

地球環境衛星データ利用の
加速に向けた先端技術

船外利用
効率化技術

SX中核領域発展研究

有人宇宙輸送シス
テムにおける安全確
保の基盤技術

衛星光通信を活用した
データ中継サービスの実現に

向けた開発・実証

次世代地球
観測衛星に向けた

観測機能高度化技術

空間自在利用の実
現に向けた技術

月面インフラ構築に
資する要素技術

月極域における
高精度着陸技術

軌道上データセンター
構築技術

月面水資源探査技術

月測位システム技術

半永久電源システム

再生型燃料電池
システム

商業衛星
コンステレーション
構築加速化

高分解能・高頻度な
光学衛星観測システム

衛星量子暗号の
通信技術の開発・実証

高頻度打上げに
資するロケット製造
プロセスの刷新

宇宙輸送機の革新
的な軽量・高性能
化及びコスト低減

技術

射場における高頻度打上げに資
する汎用設備のあり方についての
フィージビリティスタディ

輸送
ロケット

衛星

通信 測位 観測 軌道上
サービス

地球低軌道、
ISS等

科学・探査

射場、
宇宙港等

地上設備等

分野共通・基盤技術

宇宙ソリューション

産学官連携

民間ロケット打上げ
実証加速化

ロケット飛行運用の
効率化・高機能化 宇宙輸送機の大

気圏突入における
熱防護技術

打上げシステムへ
の洋上活用技術

次世代衛星通信を
実現する革新的衛
星搭載アンテナの開

発・実証

衛星応用に向けた光・
量子センシング技術

デジタル技術を前提とし
た衛星開発・製造プロ
セスの刷新及び機能高
度化の技術開発・実証

衛星データ利
用システム実
装加速化

Q/V帯等通信機器の
開発・実証

衛星を取り巻くセキュリ
ティ技術（電波の妨
害・傍受対処技術）
の開発・実証

国際競争力と自立・自在性を有する
物資補給システムに係る技術

LEO利用促進技術

LEO拠点リブースト技術

物理AI等による宇宙
システムの革新技術

宇宙交通管理を見据えた
自律性確保に資する

事業化加速

宇宙実証機会の拡大に
資する衛星を活用した軌
道上実証の低コスト・高
頻度化技術の開発実証

月・地球間通信インフ
ラの実現に必要な地
上局の開発・実証

低軌道汎用実験
システム技術

月・小惑星等の宇宙資
源活用に向けた技術

SX技術シーズ統合・人材育成拠点

※円の大きさはテーマ全体のおおよその金額を表す。

SX基盤領域発展研究

革新的衛星ミッション技術
実証支援

衛星通信利活用を拡大する
ための汎用地上アンテナ及び
ユースケースの開発・実証
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令和8年度当初予算案及び令和7年度補正予算における宇宙関係予算

合計 １兆 446億円 （ 対前年度比 1,081億円増［+12%］）
（ 令和８年度当初予算 4,967億円 ＋ 令和７年度補正予算 5,043億円 + 令和８年度基金関係執行予定額 436億円 ）

（ 令和7年度当初予算 ＋ 令和6年度補正予算 + 令和７年度基金関係執行予定額 9,365億円 ）

内 閣 府
宇宙開発戦略
推進事務局

9,3658,945

（ 単位： 億円 ）

(注) 四捨五入の関係で合計額は必ずしも一致しない。
※「基金関係執行予定額」として、経済安全保障重要技術育成プログラム（Kプロ）
及びSBIRフェーズ３基金のうち宇宙関係のテーマについて、436億円を計上
（令和７年12月時点見込み）。

■補正予算 ■当初予算■基金関係執行予定額

宇宙戦略基金
3,000

宇宙戦略基金
3,000

府省名 R7補正 R8当初 合計
対前年 対前年 対前年

１．内閣官房 328 +3 622 ▲ 0 950 +3
２．内閣府 190 +2 214 +8 404 +10
３．警察庁 - - 9 +0 9 +0
４．総務省 1,825 +1,275 87 ▲ 7 1,911 +1,267
５．外務省 5 +5 3 +0 8 +5
６．文部科学省 1,555 ▲ 597 1,518 +2 3,073 ▲ 595
７．農林水産省 100 +71 35 ▲ 10 135 +61
８．経済産業省 886 ▲ 114 53 ▲ 20 939 ▲ 134
９．国土交通省 121 ▲ 359 188 ▲ 20 309 ▲ 379
10．環境省 3 +3 55 +1 58 +4
11．防衛省 30 ▲ 6 2,183 +854 2,213 +847
合計 5,043 +282 4,967 +807 10,010 +1,090 

宇宙戦略基金
2,000

10,446
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人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律（通称：宇宙活動法）

12

●国内等の人工衛星管理設備を用いて
人工衛星の管理を行う行為を許可制とし、
宇宙諸条約の実施、宇宙空間の有害な
汚染の防止、終了措置における着地点周
辺の安全確保等について事前審査

● 管理計画の遵守、事故時の措置、管理
終了の措置について義務

● 人工衛星等の打上げを行う者に対し、ロケット落下
等損害に係る「無過失責任」及び「責任集中」を導
入

● 打上げ実施者は、許可を受けた打上げの前に損害
賠償担保措置を講じる義務（ロケット落下等損害
賠償責任保険契約及びロケット落下等損害賠償補
償契約（特定ロケット落下等損害に係るものに限
る。）の締結若しくは供託を行う。）

● 政府は、打上げ実施者を相手方として、政府補償に
係る契約を締結することができる（＝民間の損害賠
償責任保険でカバーできない損害について、3,500
億円を上限額として政府が補償）

● 人工衛星の管理を行う者に対し、人工衛星落下等
損害に係る「無過失責任」を導入

● 国内に所在し、又は日本国籍を有する船舶
若しくは航空機に搭載された打上げ施設を用
いて人工衛星等の打上げを行う行為を許可
制とし、飛行経路周辺の安全確保、宇宙諸
条約の的確かつ円滑な実施等について事前
審査

● 人工衛星の打上げ用ロケットの型式（設計）
に関する事前認定

● 打上げ施設の安全基準への適合性に関する
事前認定

○宇宙の開発及び利用に関する諸条約の的確かつ円滑な実施（第1条）
• 宇宙条約、宇宙救助返還協定、宇宙損害責任条約、宇宙物体登録条約の担保法
• 宇宙条約上、自国の宇宙活動に対する国の許可及び継続的監督が必要（宇宙条約第6条）

○公共の安全の確保、ロケットや人工衛星の落下損害の被害者の保護（第1条）
• 打上げ用ロケットや人工衛星の落下、衝突又は爆発による損害発生の防止
• 人の生命、身体又は財産に生じた損害の被害者の保護

１．法律の目的等

○法律の施行に当たっての配慮（第3条）
• 国は、法律の施行に当たっては、我が国の関連産業の技術力及び国際競争力の強化を図るよう適切な配慮を行う。

人工衛星等の打上げに係る許可制度
(人工衛星を搭載したロケット打上げに係る制度)

人工衛星の管理に係る許可制度
（人工衛星の管理行為に係る制度）

第三者損害賠償制度
（生命・身体・財産に生じた損害の被害者保護）

２．法律の概要



宇宙活動法の見直しの基本的方向性 最終とりまとめ概要
 近年、新規参入事業者の急増や技術革新の進展等により、我が国の宇宙活動の多様化が急速に進展。これに伴い、宇
宙活動法制定時には国内で実施されることが想定されなかった新たな宇宙輸送形態等が出現しつつある。

 これを踏まえ、法改正や更なる検討が必要な事項を含めて体系的に整理し、制度的対応の方向性を取りまとめた。
 技術開発に後れぬよう、産業発展を後押しするためにも、できる限り短期間で更なる法改正や制度見直しを行うべき。

単体又は人工衛星を分離しない軌道投入ロケットの打上げ
 搭載物のないロケット単体での打上げを許可対象に追加
 ダミーペイロード等の分離されない人工の物体のみを搭載
した打上げを許可対象に追加

 ロケット単体の打上げ許可制度を創設し、人工衛星に着
眼した規制体系からロケットに着眼した規制体系へ転換

 更なる多様なロケットの打上げ形態に対応するための制
度的基盤を整備

人工衛星の多様化に即した規制範囲・内容の明確化
 宇宙活動法の人工衛星の定義に該当しない、地球を回る
軌道等で使用しない人工の物体も規制対象に含める

 投入される軌道等に応じた基準を策定し、人工衛星や上
記の使用しない物体の構造等をその打上げ前に確認する
制度を創設、軌道遷移の際の取扱いも明確化

 公共の安全確保や宇宙空間の有害な汚染等を防止、軌
道上における活動を活性化

ロケット再使用段等
降下・回収地点周辺の
公共の安全を確保する
ために必要な安全基準
等を明示的に規定

※軌道投入段の降下は、再突入
（下欄左側）と合わせ論点整
理が必要

• 日本人/日本法人が行う本邦領域外での活動
• 宇宙物体登録手続

◎早急に法改正を行うべき事項

◎施行規則や審査基準の改正等により実現を図るべき事項

ロックーン方式
公共の安全を確
保するために必要
な気球の特性に
応じた安全基準
等を整備

サブオービタル飛行等
公共の安全の確保に関
する推奨事項を取りまと
めた手引書を作成

※更なる論点整理を行い早急に
法改正を行うべき事項（下欄左
側）も存在

有人宇宙ロケット
（リスクを承知し訓練された関係者の搭乗）
公共の安全を確保する観点から、関係者が搭
乗した際の対応を整理

（旅客輸送）※実現には更なる論点整理が必要
搭乗者安全に関する推奨事項の取りまとめを
視野に、官民で知見蓄積

※これらの改正に伴ってロケットや人工衛星の落下等により生ずる損害の賠償に関する制度も拡充

事故報告/応急措置
望ましい対応の取りまと
めを行う等、国として一
定の推奨事項を作成

◎更なる検討が必要な事項
• 再突入（許可の取得時期、終了措置との関係、国外制御の取扱い等）
• サブオービタル飛行等の規律（規制体系と第三者損害賠償制度の在り方）

◎早急に法改正を行うべきであるものの更なる論点整理が必要な事項

※許可制度の簡素化・迅速化は運用で対応

13



２．宇宙産業の動向

14



世界の宇宙産業は成長産業
 各社が、宇宙の市場規模は2030~40年に約1兆ドル（約150兆円）になると予測。

15

※1ドル＝150円換算

2023 2030 2035 2040~45

3,840億ドル

4,240億ドル

4,030億ドル

6,300億ドル 1兆ドル 1.8兆ドル

1兆ドル

1.1兆ドル

1兆ドル

2.7兆ドル

2040年

2040年

2045年

※各社の情報から内閣府宇宙開発推進事務局事務局調べ

2024年時点

2023年時点

2023年時点

2023年時点

2024年時点 2024年時点

2017年時点 2017年時点

2020年時点

2020年時点

出典 WEF_Space_（2024）.pdf
BryceTech – Reports（2023）
PWC 宇宙分野の主要トレンドと課題 第4版（2024）

The space industry Bank of America predicts（2017）
The New Space Economy | Morgan Stanley（2020）
宇宙経済｜UBS SuMi TRUST（2022）

330 525 765300
635

1035

0

1000

2000

2023 2030 2035
Reach(宇宙技術を活用した新しいビジネスやサービス)
Backbone(宇宙産業の基盤インフラや技術的サービス)

630 
1,160 

1,790 10年間で約3倍の成長

※単位（10億ドル）

https://www3.weforum.org/docs/WEF_Space_2024.pdf
https://www3.weforum.org/docs/WEF_Space_2024.pdf
https://www3.weforum.org/docs/WEF_Space_2024.pdf
https://www3.weforum.org/docs/WEF_Space_2024.pdf
https://www3.weforum.org/docs/WEF_Space_2024.pdf
https://www3.weforum.org/docs/WEF_Space_2024.pdf
https://brycetech.com/reports
https://brycetech.com/reports
https://brycetech.com/reports
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/2024/assets/pdf/main-trends-and-challenge-in-the-space-sector-4th-edition.pdf
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/2024/assets/pdf/main-trends-and-challenge-in-the-space-sector-4th-edition.pdf
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/2024/assets/pdf/main-trends-and-challenge-in-the-space-sector-4th-edition.pdf
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/2024/assets/pdf/main-trends-and-challenge-in-the-space-sector-4th-edition.pdf
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/2024/assets/pdf/main-trends-and-challenge-in-the-space-sector-4th-edition.pdf
https://www.cnbc.com/2017/10/31/the-space-industry-will-be-worth-nearly-3-trillion-in-30-years-bank-of-america-predicts.html
https://www.morganstanley.com/Themes/global-space-economy
https://www.ubs-sumitrust.com/cio-research/report/4260
https://www.ubs-sumitrust.com/cio-research/report/4260
https://www.ubs-sumitrust.com/cio-research/report/4260
https://www.ubs-sumitrust.com/cio-research/report/4260


民間投資の動向
 近年、日本の宇宙スタートアップ企業は相次いで新規株式公開（IPO）を果たし、存在感を増している。
 政府の政策資源の投入と民間投資の促進により、産業基盤の強化と宇宙利用の拡大の循環を実現する。
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宇宙業界における最近の投資動向（2026年2月更新）

※日本の宇宙スタートアップ企業は、2024年11月時点で108社
（出典：SPACETIDE）

アクセルスペース
Synspective

アストロスケール

ispace

Ridge-i QPS

2023年4月 2023年12月 2024年6月 2024年12月 2025年8月

 2025年8月にはアクセルスペースHDが上場。
日本の宇宙スタートアップ企業の上場数は
増加傾向にある。

日本の宇宙スタートアップ企業上場数

会社名 投資概要
スパークス、トヨタ、三菱重工業等 「宇宙フロンティア2号ファンド」設立（約110億規模）

NTT、NTTドコモ、Space Compass等 NTTグループ宇宙ブランド（NTT C89）創設。エアバス子会社（HAPS製造）へ最大1億ドル出資

ウーブン・バイ・トヨタ インターステラテクノロジズに70億円の出資

incubatefund、三菱UFJ、清水建設等 アークエッジ・スペースに80億円の出資

スカパーJSAT (米)Planet Labs PBCに衛星コンステレーション構築のため、2.3億ドル出資

三井住友銀行、スパークス・アセット・マネジメント、
ジャパネットホールディングス

インターステラテクノロジズに89億円の出資

フロンティア・イノベーションズ、インクルージョン・
ジャパン、信金キャピタル（東京・中央）等

天地人に7億円を出資

栗田工業、高砂熱学工業、日本政策投資銀行 等 第三者割当増資によりispaceに約182億円を出資

三菱重工、三菱電機 「日本低軌道社中」（三井物産が設立）に出資

みずほ銀行、他複数の金融機関 衛星ｺﾝｽﾃﾚｰｼｮﾝ構築に向けた設備投資に必要となる資金としてQPS研究所に総額62億円を出資

みずほ銀行 アークエッジ・スペースに30億円を融資



日本のスタートアップ従業員数、2024年の増加率1位は「宇宙産業」
 日本では近年、約100社の宇宙スタートアップが設立されている。政府による法整備や産業強化政策もふまえ、働く
人材は増大傾向にある。宇宙スタートアップの従業員の増加率は全産業の中で第1位。
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• 宇宙産業のスタートアップ企業の従業
員増加率は全産業の中で第１位。

• 2016年の宇宙二法（宇宙活動法と衛星
リモセン法）成立以降、宇宙ビジネスに関
連する環境が整備されたことにより、スタート
アップの参入が進んだ。

• 継続した宇宙産業の競争力強化のため、
宇宙戦略基金等の活用が期待されている。

宇宙スタートアップ
従業員数増加率（2024年）

宇宙スタートアップ
設立企業数推移

【出典】日本のスタートアップ従業員数、2024年の増加率1位は「宇宙産業」– UchuBiz（株式会社ケップル）

▼2016年宇宙二法成立

https://uchubiz.com/article/clo58825/
https://uchubiz.com/article/clo58825/
https://uchubiz.com/article/clo58825/
https://uchubiz.com/article/clo58825/
https://uchubiz.com/article/clo58825/
https://uchubiz.com/article/clo58825/
https://uchubiz.com/article/clo58825/
https://uchubiz.com/article/clo58825/
https://uchubiz.com/article/clo58825/
https://uchubiz.com/article/clo58825/


宇宙産業規模について（宇宙経済）（たたき台）
 宇宙基本計画（令和5年6月）において、「宇宙機器と宇宙ソリューションの市場を合わせて、2020年に4.0兆円
となっている市場規模を、2030年代の早期に2倍の8.0兆円に拡大していくことを目標とする」こととされた。

 内閣府調査（令和7年）では、宇宙経済の規模は2030年に約8兆円、2040年に約15兆円と試算。

宇宙運用
サービス産業

宇宙基盤
インフラ産業

宇宙技術
活用産業

2020年 2030年 2040年

2020年
宇宙基本計画(令和5年)

2030年代早期

約４兆円

約８兆円

宇宙技術活用産業
約2.9兆円

宇宙コア産業
約1.1兆円

宇宙経済
約15兆円(※)

宇宙技術活用産業
約11.8兆円

宇宙コア産業
約3.4兆円

宇宙技術活用産業
約5.9兆円

宇宙コア産業
約2.1兆円

約８兆円約４兆円宇宙機器産業
約0.6兆円

宇宙ソリューション産業
約7.4兆円

宇宙機器産業
約0.4兆円

宇宙ソリューション産業
約3.5兆円

内閣府調査（令和7年）では、
2030年に約8兆円と試算。
宇宙機器産業約1.9兆円

宇宙ソリューション産業約5.9兆円

直接的に宇宙
技術・サービスの
創出に関与する、
コアとなる

宇宙産業領域

宇宙技術・サービス
を利用してサービスを

提供する
非宇宙産業領域

宇宙基盤
インフラ
産業

政府関連 基幹ロケット・政府衛星の開発・製造、地上系設備の増強、基幹ロケットによる打上げサービス等

民間関連 民間ロケット・民間衛星の開発・製造、民間ロケットによる打上げサービス等

宇宙運用
サービス
産業

通信・放送 通信サービス提供、衛星放送等
観測分野 観測データ販売、防衛省PFI関連事業等
宇宙環境利用 地球低軌道拠点利用等
その他 地上局運用、軌道上サービス等

宇宙技術
活用産業

通信・放送 通信データを用いた非宇宙産業におけるサービス（例：機内インターネット通信サービス）

リモセン 観測データを用いた非宇宙産業におけるサービス（例：気象予報サービス）
測位 測位データを用いた非宇宙産業におけるサービス（例：農業用位置情報システム）

海
外
調
査
研
究
と
比
較
し
「
宇
宙
経
済
」
を
定
義

ⒸJAXA

＠MELCO
© Synspective Inc.

宇宙コア産業

第121回宇宙政策委員会
（令和８年1月21日）資料４
より抜粋（一部アップデート）

(※)最新のリモセンその他の集計データや仮説、成長戦略の内容により13兆円レベルから15兆円を超える数字の幅があり、この他アップサイドシナリオや、サプライ
チェーンの経済波及効果や雇用数を含め年内に精査が必要。なお、「宇宙経済」についてはフロンティア分野で世界的にも定義が模索されており、様々な試行が重要。

©ヤンマーホールディングス.18



３．宇宙輸送システムに係る最近の動向
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2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

：米国 ：中国
：ロシア
：フランス
：インド
：日本
：その他

：米国の内、SpaceX
   (Falcon 9等)

米国

米国の内、
SpaceX
（Falcon9等）

中国

ロシア
フランス
インド
日本

92 85 82 85

112 (133)

(96)

(61)

(31)
(26)

(13)
(21)

(18)

(165)

97 105

136

178

211

253

316

(6) (6) (8)

※内閣府宇宙開発戦略推進事務局の調べ（軌道投入用ロケットの打上げ成功のみカウント）

ロケット打上げ数の推移



国内外の主要なロケット

2025年5月時点の各社公表情報及び報道を元に内閣府が作成。打上げ能力は代表値を掲載。
画像出典は各社HP、How Chang Zheng 9 arrived at the "Starship-like" design - NASASpaceFlight.com

静止遷移軌道
6.5トン以上

輸送能力
（目安） 低軌道へ数百キロ～2トン程度 低軌道へ10トン程度以上

静止遷移軌道※へ5トン程度以上
低軌道へ70トン程度以上
月以遠への大量輸送

超大型ロケット小型ロケット

 低軌道への小型衛星の輸送が主目的
 米、中、日、欧を中心に、民間企業に
よるロケット開発が活発化

大型ロケット

 大型衛星や衛星コンステレーション
構築向けの輸送が主目的

 米、中、露、日、欧が自国の大型ロ
ケットを開発・運用中

 月以遠への大量輸送が主目的
 月面・月近傍拠点の建設を目指
す米、中がロケットを開発中

主な
特徴

分類 中型ロケット

低軌道へ
2トン程度以上

中型衛星や
複数の小型衛星
の輸送が主目的

低軌道
22.8トン

低軌道
1.4トン以上

低軌道
150トン低軌道

0.3トン
低軌道
8.3トン

低軌道
24.6トン

低軌道
21.6トン

低軌道
45トン

低軌道
3.3トン

100m

75m

50m

25m

125m

※静止遷移軌道： 人工衛星を静止軌道に投入するための軌道

低軌道
13トン

低軌道
3.8トン

低軌道
11.5トン
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https://www.nasaspaceflight.com/2023/04/cz-9-update/
https://www.nasaspaceflight.com/2023/04/cz-9-update/
https://www.nasaspaceflight.com/2023/04/cz-9-update/
https://www.nasaspaceflight.com/2023/04/cz-9-update/
https://www.nasaspaceflight.com/2023/04/cz-9-update/


※JAXA情報及び報道発表資料に基づき内閣府が作成。打上げ数の中に打上げ失敗と軌道投入失敗は含んでいない。

過去10年間の人工衛星等の打上げ数の推移
 2025年に軌道上に打ち上げられた人工衛星等の機数は4,517機。過去10年間で約20倍に増加。
 増加の中心を占めるのは米国であり、そのうちStarlinkは2019年～2025年の7年間で10,677機を打上げ。
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人工衛星等の打上げ数の推移（2016年-2025年）

94 
290 216 287 

987 
1,240 

1,849 
2,288 2,253 

3,718 

35 

34 93 70 

71 

109 

179 

191 264 

371 

21 

42 58 

47 

134 

354 

195 

230 109 

147 

15 

23 23 27 

22 

15 

48 

64 97 

86 

12 
9 10 9 

3 

5 

11 

8 
10 

11 

15 
11 14 12 

8 

22 

9 

9 25 

33 

217 

449 468 490 

1,262 

1,807 

2,368 

2,906 2,822 

4,517 

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

米国

中国

ロシア
欧州

インド
日本：米国

：中国

：ロシア
：欧州

：インド
：日本
：その他



静止軌道衛星 と 低軌道衛星コンステレーションの違い

衛星コンステレーション（観測・通信）について
 衛星コンステレーションとは、複数の人工衛星が一群となって協調した動作を行うように運用されている状態を表す。
（コンステレーションには「星座」「一群」などの意味がある）

 主に小型の人工衛星が低軌道(高度2,000km圏内)で運用されており、大型の人工衛星を静止軌道(高度約
36,000km)に投入する運用とは異なる特徴を持つ。

静止軌道

観測衛星では、地表との距離が近いので撮影する画像の分解
能(画質)が向上する。

通信衛星では、静止軌道に比べて低遅延な通信ができる。

• QPS-SAR (QPS研究所）
• StriX (Synspective)

• Starlink (米SpaceX)
• Kuiper (米Amazon)
など

主な衛星コンステレーション

•ひまわり (気象観測)
•きらめき (通信)
など

主な衛星

低軌道衛星コンステレーションの特徴

低軌道

•複数の衛星が同じ地点を巡るため機数が増える
ほど観測や通信の切れ目が少なくなる。

•一部の機体に故障があった場合でも、他の衛星
の働きでフォローできる。

•主に大型で高価な衛星を、信頼性を高め
てから打ち上げる。（長期運用）

•地球の自転周期と同じ周期で公転してい
ることから、地上からは静止しているかのよう
に見えるのが特徴。

衛星コンステレーション
観
測

通
信

観測
通信

静止衛星の特徴
衛星1機で広範囲をカバーすることが可能であり、気象観測、
通信、放送といった様々な分野で重要な役割を果たす。
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国内外の衛星コンステレーション計画と打上げ需要
 国内外で衛星コンステレーション構築計画が進んでおり、衛星打上げニーズは今後も増加するものと見込まれる。
 国内ロケットの国際的な競争力を確保し、国内需要に対応するほか、海外需要を獲得することも重要。
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運用者等

政府/JAXA
Space Compass、

NEC等 Synspective QPS研究所 Axelspace Marble Visions
用途 測位、通信、観測等 通信 観測(SAR) 観測(光学)
軌道 静止軌道など 低軌道(LEO) 太陽同期軌道（SSO）など
重量 数百kg～数トン 300～750kg(*1) 100kg級 100kg級 約150kg ー
計画数 年4機程度 96機(*1) 30機 36機 12機 8機

運用者等

Amazon
Eutelsat
(OneWeb) AST SpaceMobile BlackSky Planet Labs ICEYE

用途 通信 観測(光学) 観測(SAR)
軌道 低軌道(LEO) 太陽同期軌道(SSO)など
計画数 3,236 6,372(Gen2) ～60(～2026年) 16(Gen-3) 非公表 非公表

打上げロケット Arian6等 Falcon9等 PSLV等 Electron等 Electron等 Electron等

年間
少なくとも30回程度

©iQPS, Inc.
©Synspective Inc. ©Axelspace 2030年頃

国内衛星の必要
ロケット打上げ数

©Marble Visions

(*1)内閣府、経済産業省の経済安全保障重要技術育成プログラムの研究開発構想における想定

©NEC

＋

年間 ＋α回

海外衛星の
国内打上げ需要

国内の主なコンステレーション等の衛星打上げ計画

©Amazon ©Eutelsat ©SpaceMobile
©ICEYE

©Planet

自国以外のロケットで打上げを実施している主な海外衛星コンステレーション計画

©BlackSky

・・・

・・・



衛星打上げにおける保有国と打上げ国の関係（海外への打上げ需要流出）
 米国は約80%、中国は約99%の自国衛星を自国ロケットで打上げ。当該割合は日本は約50％、欧州は約45%
 今後、自国衛星を国内で打ち上げるよう体制を整え、我が国全体の打上げ能力の強化に取り組むことが重要。
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米国, 2,111
米国, 2,556

欧州, 1,211
欧州, 666

中国, 1,094 中国, 1,133

ロシア, 359 ロシア, 563
インド, 81 

インド, 465
日本, 130

日本, 103
その他, 536

その他, 36

79.9%
（1686/2,111）

44.7%
(541/1,211)

99.3%
(1,086/1,094)

100.0%
(359/359)

84.0%
(68/81)

50.0%
(65/130)

自 国 衛 星 の
自国ロケットでの
打 上 げ 割 合

衛星打上げにおける国際的な流動性（2015年-2024年累計）

※JAXA情報及び報道発表資料に基
づき内閣府が作成。打上げ数の中に
打上げ失敗と軌道投入失敗は含まな
い。衛星の母数にはStarlinkを含ま
ない。

衛星保有国 打上げ国

日本

インド

ロシア

中国

欧州

米国



民間企業による宇宙輸送
 スタートアップを含む民間企業による宇宙輸送事業が進展。ロケットの開発や射場の整備に取り組む。
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 小型人工衛星打上げロケット
「ZERO（ゼロ）」を開発中。
2026年度以降に打上げ予定。

 2019年に民間企業としては日
本で初めて、宇宙空間にロケット
を到達させた。

 北海道大樹町に本社を置き、同
町に工場や発射場、燃焼試験
設備を有する。

©スペースワン

和歌山県串本町の射場とカイロスロケット 「ZERO（ゼロ）」

スペースワン株式会社 インターステラテクノロジズ株式会社 株式会社本田技術研究所

 HONDAの製品開発を通じて培っ
た燃焼技術や制御技術などのコア
技術を生かし再使用型ロケットの
研究開発に取り組む。

 我が国の民間企業としては初とな
る再使用型ロケットの離着陸実
験に成功。

 2029年にサブオービタル軌道への
到達を目指す。

©本田技術研究所

再使用型ロケットの離着陸実験（北海道大樹町）
実験機（全長6.3m, 直径85cm,乾燥重量

900kg）による高度300mまでの離着陸実験に成功。

©インターステラテクノロジズ

 小型衛星用のロケットの開発と、
これを用いた宇宙輸送サービスの
展開に取り組む。

 和歌山県串本町に自社の射場
を整備・保有する。

 カイロスロケット初号機および2
号機の打上げを2024年に、3号
機の打上げを2026年に実施。
※いずれも衛星の軌道投入には至らず



⑤PDエアロスぺ―ス ⑥AstroX

No. 企業名（設立年、従業員数、主要株主等） ロケット名称 打上げ能力 実用化予定年 射場 その他
1 スペースワン（2018年）

（従業員数：不開示、代表取締役社
長：豊田正和、キヤノン電子、IHIエアロス
ペース、清水建設等）

カイロス
(現行型)

150kg
(太陽同期軌道) 初号機及び２

号機を2024年
に打上げ実施

和歌山県
串本町

• 2024年3月に初号機、12月に2号機、2026年3月に3号機の
打上げを実施

• 自社保有のロケット発射場からの打上げを行うカイロス
(増強型)

250kg
(太陽同期軌道)

2 インターステラテクノロジズ（2013年）
（306名(業務委託・派遣含む)、代表取締役
CEO：稲川貴大、ウーブン・バイ・トヨタ、丸紅、
NTTドコモ、SBIグループ、三井住友銀行等）

MOMO 30kg (弾道飛行) 2017年～

北海道大樹町

• 観測ロケット。7機の打上げ実績を有する

ZERO ～1000kg  (低軌
道) 2026年度以降 • 小型衛星打上げ用ロケット。初号機打上げに向けて開発中。

DECA 10トン (低軌道) 2030年代 • 再使用型ロケット（構想段階）

3 本田技術研究所 未定 サブオービタル
軌道への到達 2029年 未定 我が国の民間企業としては初となる再使用型ロケットの離着陸実

験に成功。 (於：北海道大樹町）
4 将来宇宙輸送システム（2022年）

（114名、代表取締役：畑田康二郎、イ
ンキュベイトファンド等）

ASCA 1* 100kg級(低軌道) 2027年以降

北海道大樹町
（検討中）

• 再使用型ロケット。エンジンは荏原製作所やSUIHO SPACE 
INNOVATIONS等と連携して国内開発。

• 2030年代早期に有人宇宙輸送を目指す
*ASCA 1：アスカ・ワン

ASCA 2 有人輸送 2030年代早期

ASCA 3
有人輸送

（搭乗者50
名）

2040年

5 PDエアロスペース（2007年）
（16名、代表取締役CEO：緒川修治、
ANA、HIS、豊田通商等）

PDAS-X07 100kg(弾道飛行) 2027年
沖縄県

下地島空港

• 2023年に無人中型固定翼機の飛行実証を実施
• 2024年にジェット/ロケット切替エンジンの作動実証を達成

PDAS-X09 ～300kg(低軌道) 2031年
• 2030年代にスペースプレーン(単段式有翼宇宙往還機)による
無人および有人宇宙輸送を目指すペガサス 有人輸送

(搭乗者8名) 2030年代

6 AstroX（2022年）
（40名 (業務委託・派遣含む)、代表取
締役CEO：小田翔武、ALPHA、ICJ、三
菱UFJキャピタル、ニッセイキャピタル等）

FOX 10kg (弾道飛行) 2026年度 福島県
南相馬市や
洋上打上げ

• Rockoon方式によるハイブリッドロケット打上げを計画
• 2026年度にサブオービタル飛行、2029年度に人工衛星の軌道
投入を行い、2030年代前半に高頻度打上げ (年間50回) を
目指す

AstroX 
Orbital

～100kg
(低軌道) 2029年度

①スペースワン ②インターステラテクノロジズ ④将来宇宙輸送システム③本田技術研究所

我が国における民間ロケットのラインナップ（2026年２月時点（一部更新）、 順不同）
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４．日本成長戦略会議の状況について
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⑧【サイバーセキュリティ】

④【金融】

日本成長戦略会議
成長戦略の検討体制

戦略分野分科会 1月～
（分科会長：副長官（衆）、分科会長代理：副長官補（内政）、

関係省庁局長級）

新設

・関係省庁（経産、防衛）
・有識者12名

◎金融大臣、副長官（衆）
・関係省庁（金融、総務、法務、財務、文科、厚労、経産）

・有識者10名

①【新技術立国・競争力強化】

◎サイバー安全保障大臣（出席）
・関係省庁（内閣府（サイバー）、警察、総務、文科、経産、防衛） ・有識者18名

②【人材育成】

③【スタートアップ】

⑤【労働市場改革】

⑥【家事等の負担軽減】

⑦【賃上げ環境整備】

・関係省庁（内閣府（科技）、文科）
・有識者13名

◎文科大臣
・関係省庁（内閣府（科技）、総務、厚労、経産） ・有識者４名＋テーマごとに２名

１月～

1月～

◎スタートアップ大臣、内閣府副大臣、内閣府政務官（スタートアップ・金融）、経産副大臣
・関係省庁（内閣官房（GSC室）、内閣府（科技、規制）、金融、デジタル、総務、文科、厚労、
農水、経産、国交、環境、防衛）

１月～

１月～

◎厚労大臣
・関係省庁（内閣官房（成長戦略）、内閣府（規制）、経産省、国交省、文科省）

副長官補（内政）・関係省庁（内閣官房（成長戦略）、こ家、厚労、経産）
こども家庭審議会子ども・子育て支援分科会、労働政策審議会人材開発分科会、
労働政策審議会雇用環境・均等分科会等でも議論

新設

新設

新設

新設

新設

１月～

11月～

２月～

スタートアップ政策推進分科会

中小企業政策審議会、労働政策審議会でも議論

賃上げに向けた中小企業等の活力向上に関するWG再編

◎経産大臣

１月～

経済財政諮問会議連携

17の戦略分野における官民連携での危機管理投資・成長投資の促進 分野横断的課題への対応

人材育成分科会

新戦略策定のための
資産運用立国推進分科会

労働市場改革分科会

家事等の負担軽減に資するサービスの
利用促進に関する関係府省連絡会議

政労使の意見交換

サイバーセキュリティ推進専門家会議

※対応者の記載がないものは原則局長級

⑰ 海洋
・関係省庁（NSS、内閣府（科技、宇宙）、外務、
文科、水産、経産、国交、海保、環境、防衛）
・有識者10名１月～

新設 海洋WG

産業構造審議会
経済産業政策新機軸部会等

◎日本成長戦略大臣

⑩ 防災・国土強靱化 ◎国土強靱化大臣（出席）
防災大臣（出席）

2月～

国土強靱化推進会議
・関係省庁（内閣府（防災）、総務、厚労、エネ、国交）
・有識者19名

◎賃上げ環境整備大臣

◎：責任大臣

① AI・半導体
・関係省庁（NSS、警察、金融、デジタル、総務、
外務、文科、厚労、農水、国交、環境、防衛）
・有識者９名１月～

新設 AI・半導体WG
◎人工知能戦略大臣 ◎経産大臣

② 造船
新設 造船WG ・関係省庁（NSS、内閣府（科技）、入管、外務、

文科、経産、環境、装備）
・有識者７名１月～

◎国交大臣 ◎経済安全保障大臣

⑧ フードテック
・関係省庁（経産）
・有識者７名12月～

新設 フードテックWG
◎農水大臣

③ 量子
・関係省庁（総務（政務）、外務、文科
（政務）、経産（政務）、防衛）
・有識者７名1月～

新設 量子WG
◎科技政策大臣

④ 合成生物学・バイオ
・関係省庁（内閣府（科技、健康医療）、
文科、厚労、農水、国交）
・有識者12名１月～

合成生物学・バイオWG新設
◎経産大臣

⑤ 航空・宇宙
・関係省庁（内閣府（宇宙）、総務、文科、経産、
国交、防衛）
・有識者10名

新設
１月～
航空・宇宙WG

◎経済安全保障大臣

⑥ デジタル・サイバーセキュリティ
・関係省庁（総務、文科、厚労）
・有識者11名１月～

新設 デジタル・サイバーセキュリティWG
◎経産大臣
◎デジタル大臣

⑦ コンテンツ
・関係省庁（公取（審議官級）、
、総務、外務、文科、経産）
・有識者15名１月～

新設 コンテンツ産業官民協議会

◎CJ戦略大臣

⑨ 資源・エネルギー安全保障・GX
・関係省庁（外務、財務、経産、環境）
・有識者７名１月～

GX実現に向けた専門家WG ◎経産大臣（出席）

⑪ 創薬・先端医療
・関係省庁（文科、厚労、経産
（いずれも政務））
・有識者10名１月～

新設 創薬・先端医療WG
◎科技政策大臣 ◎デジタル大臣

⑫ フュージョンエネルギー
・関係省庁（文科、経産、
規制（部長級））
・有識者７名１月～

フュージョンエネルギーWG新設
◎科技政策大臣

⑬ マテリアル（重要鉱物・部素材）

・関係省庁（内閣府（科技）、外務、文科、環境）
・有識者15名２月～

産業構造審議会 製造産業分科会 ◎経産大臣（出席）

⑭ 港湾ロジスティクス
・関係省庁（サイバー統括室、財務、
経産）
・有識者９名１月～

新設 港湾ロジスティクスWG
◎国交大臣

⑮ 防衛産業
・関係省庁（ NSS（審議官級））
・有識者18名１月～

防衛産業WG新設

◎経産大臣 ◎防衛大臣

⑯ 情報通信

１月～
情報通信成長戦略官民協議会新設

◎総務大臣

◎海洋政策大臣

（副長官（参）ヘッド・内閣官房副長官補（内政）、内閣官房（補室（審議官級）、成長戦略、地域未来）、警察、金融、総務、
財務、国税、文科、厚労、農水、経産、中企、国交、環境）

・有識者10名

・有識者11名

※時期は目途。今後、変更の可能性あり。

第2回日本成長戦略会議
（令和7年12月24日）資料1-1
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青木節子 千葉工業大学審議役・特別教授

松尾亜紀子 慶應義塾大学理工学部教授

山崎直子 Space Port Japan代表理事

中須賀真一 東京大学大学院工学系研究科
航空宇宙工学専攻教授

石田真康 SPACETIDE代表理事兼CEO

白坂成功 慶應義塾大学大学院
システムデザイン・マネジメント研究科教授

遠藤典子 早稲田大学研究院教授

鈴木真二 東京大学名誉教授／特任教授

土屋武司 東京大学大学院工学系研究科
航空宇宙工学専攻教授

山岡建夫 日本航空宇宙工業会常務理事

構成員

関係行政機関
府宇宙、文科省、経産省、総務省、国交省、防衛省

WG長 内閣府特命担当大臣（経済安全保障）

委員 今後の予定
⑤航空・宇宙：航空・宇宙WG新設

①

②

③

④

⑤

以下の既存委員会・部会のメンバーで構成。
①宇宙政策委員会（府宇宙）、②宇宙開発利用部会（文科省）
③宇宙産業小委（経産省）、④航空機産業小委（経産省）⑤航空科学技術委員会（文科省）
※一部委員は複数委員会を兼職

30

2026年
〇１月22日
第１回：論点整理①、企業ヒアリング
〇２～３月
第２回：論点整理②、議論
〇４月
第３回：官民投資ロードマップ（案）の提示

【検討テーマ案（例示）】
（航空）
• 完成機事業を目指した実証プロジェクトの組成
• 国産無人航空機の市場創出・拡大に向けた
研究開発・制度整備

• 空飛ぶクルマの初期市場形成に向けたビジネス
モデル検証及び制度整備等の包括的検討

（宇宙）
• 宇宙分野の民間資金活用促進フレーム
• 官民ロケット打ち上げ回数目標※達成に向けた
射場等確保策 ※2030年代前半までに30回/年

第2回日本成長戦略会議（令和7年
12月24日）資料1-2から抜粋



【テーマ(案)】
1. 宇宙分野の官民戦略投資に向けて
2. 輸送能力強化に向けた課題解決（射場等）に向けて 31

１．宇宙分野の勝ち筋策定のためにご議論いただきたい論点
【背景等】
• 現行「宇宙基本計画」「宇宙技術戦略」等を通じ、「宇宙安全保障の確保」「国土強靭化・地球規模課題への対応と
イノベーションの実現」「宇宙科学・探査における新たな知と産業の創造」「宇宙活動を支える総合的基盤の強化」と
いった方向性を我が国として提唱

• 具体施策として例えば、
 宇宙分野の我が国の中核機関である宇宙航空研究開発機構（JAXA）の技術基盤・人的資源の強化(R8予算案か
らJAXA予算反転)

 【R3～】経済安全保障重要技術育成プログラム（K Program）、【R4～】中小企業イノベーション創出推進事
業（SBIRフェーズ３基金事業）そして【R5～】宇宙戦略基金事業などといった先端技術開発・技術実証の
支援

 【R7～】経済安保推進法に基づく特定重要物資に人工衛星・ロケット部品【宇宙分野】追加による生産設備
強化等のサプライチェーンの強靭化

などの予算措置等を政府として強力に推進しており、宇宙政策は官主導から官民連携へ

• 宇宙分野を我が国の成長分野、ひいては将来の基幹分野とする為に、資金を更に呼び込むための危機管理投資・
成長投資に資する政府の更なる施策の検討・深化に向けて、例えば

  〇 我が国の継続的な宇宙分野の成長に向けた官民投資による複数年度の中期的な方策の検討
〇 技術開発以外の我が国の宇宙政策推進における懸案・課題（例: 射場）について整理・解決策の方向性

について、我が国の自律性を担保しつつ、宇宙分野における我が国の更なる飛躍へ向けたご議論をお願いしたい。

日本成長戦略会議 航空・宇宙WG（2026.1.22）資料より



北海道スペースポート

スペースポート紀伊

JAXA種子島宇宙センター

JAXA内之浦宇宙空間観測所

ヴァンデンバーグ宇宙軍基地

ケネディ宇宙センター
ケープカナベラル宇宙軍施設

ワロップス飛行施設

ギアナ宇宙センター

サクサボード宇宙港

コーンウォール宇宙港

酒泉衛星打上げセンタ

羅老宇宙センター

西昌衛星打上げセンタ

大原衛星打上げセンタ

文昌衛星打上げセンタ

サティシュ・ダワン宇宙センター

ロケット・ラボ第1発射施設

アーネム宇宙センター

アンドーヤ・スペースセンター
エスレンジ宇宙港

プレセツク宇宙基地

グロッタリエ宇宙港

アルカンタラ射場

バイコヌール宇宙基地

垂直打上げが可能な射場・宇宙港

水平打上げが可能な射場・宇宙港

 各国では、国内の宇宙産業の活性化を目指し、政府・自治体の支援により射場建設が進んでいる。
 ロケットを保有しない国も、外国ロケットを誘致し、宇宙産業を発展させる戦略。

スペースポート・アメリカ
コディアック打上げ基地

ボーウェン宇宙港

ノバスコシア宇宙港

エトラク宇宙港

ホエラーズ・ウェイ

スペースセンター・オーストラリア

スターベース

コーンローンチ

※内閣府において各種Webサイト情報に基づき作成。

海外における主な射場・宇宙港（全体像）
３－1 現状

※整備中のものを含め、上記以外にも射場・宇宙港がある。 32

日本成長戦略会議 航空・宇宙WG（2026.1.22）資料より



 各国においては自国の宇宙産業の活性化を目指し、ロケット開発・打上げに取組むとともに、政府・
自治体の支援により複数のロケットの射場整備・運用が進められている。

33

各国における主な射場の整備状況

・インド宇宙研究機関(ISRO）の国営発射
場を整備し、政府支援・民間投資を受けた民
間企業により、ロケット開発を推進。
・年間50機のロケット打ち上げ能力を確保す
るべく、射場整備を強化。

14の商業宇宙港が整備

・増加する打上げ需要に対応するた
めに、既存の射場の能力強化を図る
とともに、新規の射場を整備。
・NASA、国防総省など、連邦政府
機関が整備した射点を活用し、民間
企業（SpaceX、Blue Origin）が、
政府の開発支援を受けて、独自の
射場を複数整備・運用。

©SpaceX

©ISAR

サティシュ・ダワン宇宙センター

©ISRO

【ケープ・カナベラル宇宙軍射場】
（出典）
https://www.spaceline.or
g/cape-canaveral-launch-
sites/

・欧州委員会、各国政府・自治体、
欧州宇宙機関(ESA)といった公的機
関からの支援を受け、国・自治体・欧
州ベンチャー企業等がロケット射場を
整備・運用。

※欧州は仏領ギニア等
複数の射点を有する

ノルウェー
（アンドーヤ）

英国
（コーンウォール）

スウェーデン
（エスレンジ）

英国
（サクサボード他）

スペイン
（アレノシロ） 政府・自治体等の支援を

受けて多数の射場が整備

©ISAR

酒泉

西昌

文昌

太原

海陽

・国営射場を活用し、国・地方政
府や民間投資家等からの支援を
受けたベンチャー企業がロケット開
発・打上げ。
・打上げ能力強化のため、船上打
上げや海外拠点も開拓。

©藍箭航天

国が射場を整備

国営射場を活用し、
民間企業が打上げ

射場の整備に係る世界の動向
３－1 現状 日本成長戦略会議 航空・宇宙WG（2026.1.22）資料より
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我が国の主な射場・宇宙港の現状

34

大分空港（大分県国東市）

出典：宇宙政策委員会 宇宙輸送小委員会 第7回資料, JAXAホームページ、国土地理院地図（電子国土Web）をもとに内閣府が作成

イプシロンＳ（基幹ロケット）
【開発中】

インターステラテクノロジズ(株)
ZERO【開発中】

Sierra Space社（米）
Dream Chaser
（宇宙往還機）
【開発中】

スペースワン(株) カイロス
【開発中】

AstroX(株)
ロックーン方式での衛星打上げロケット【開発中】

PDエアロスペース(株)の
無人有翼機の離着陸実験
【開発中】

E
P

S
iL

O
N

JAXA

将来宇宙輸送システム(株)
ASCA-１【開発中】

(株)本田技術研究所
再使用型ロケットの離着陸実験
【開発中】

北海道スペースポートなど
（北海道大樹町）

スペースポート紀伊
（和歌山県串本町）

福島県南相馬市及び周辺における
宇宙関連産業の誘致とロケットの

実証実験場の整備構想 （福島県南相馬市）

一般社団法人スペースポート高知
高知市沿岸でのスペースポート構想

（高知県高知市）

下地島空港（沖縄県宮古島市）

（2025年2月設立）

JAXA種子島宇宙センター
（鹿児島県南種子町）

JAXA内之浦宇宙空間観測所
（鹿児島県肝付町）

©スペースワン

：ロケット射場等
：構想段階

ASCA-１

Ｈ３ （基幹ロケット）

jtSPACE(株)
サブオービタルロケット「VP01」
の打上げを実施

３－1 現状

 我が国には基幹ロケット・民間ロケットを打上げる射場、サブオービタル機の着陸等のための宇宙港のほか、実
験場・スペースポートの構想がある。

日本成長戦略会議 航空・宇宙WG（2026.1.22）資料より



【ロケット】※いずれも開発中
・ZERO（インターステラテクノロジズ）
・ASCA-1（将来宇宙輸送システム）
・再使用型ロケット(本田技術研究所）
・サブオービタルロケット「VP01」 (jtSPACE)

我が国の主な射場の現状・課題

35出典：宇宙政策委員会 宇宙輸送小委員会 第7回資料, JAXAホームページ、国土地理院地図（電子国土Web）をもとに内閣府が作成

スペースワン(株) カイロス
【開発中】

北海道スペースポートなど
（北海道大樹町）

スペースポート紀伊
（和歌山県串本町）

JAXA種子島宇宙センター
（鹿児島県南種子町）

JAXA内之浦宇宙空間観測所
（鹿児島県肝付町）

©スペースワン

ASCA-１

 我が国の宇宙産業の強化・自立性確保のためには、ロケットの高頻度打上げの実現が必須。
 高頻度打上げに向けては、複数のロケットを同時に整備・組立てするための関連設備・インフラ等※や複数の
射点の整備が必要。

【ロケット】
・イプシロン（小型）等

【主な設備】
・射点 ：２
・組立棟：２
・打上げ実績：最大年２回

【ロケット】
・H3（大型）

【主な設備】
・H3射点:１(H3用）
・組立棟 :１(改修予定)
・打上げ実績：最大年6回(H-IIA)

【ロケット】※開発中
・カイロス(スペースワン)

【主な設備】
・射点 ：１
・組立棟：１
・打上げ実績：最大年2回

一部の設備等を共有しており、
同時打上げ不可

※打上げ実績は人工衛星の軌道投入用ロケットのみ集計

E
P

S
iL

O
N

JAXA

(JAXA/IHIエアロスペース)

(JAXA/MHI)

組立棟
射点

©JAXA

組立棟(VAB)

H-ⅡA用
H3用

射点

©JAXA

©IST

※具体的には、ペイロード（衛星等）の整備、ロケット整備・組立て、燃料タンク、試験設備、運用・管制設備など。打上げの際に
は、航空・船舶、漁業・農業関係者、地域住民等との調整などが必要。

（LC1整備中）

（LP12）

©HOSPO

※試験施設(LP)等より、試験機、
観測ロケット等の打上げ実績あり

©JAXA

※新たな射点等
を整備中

※このほか福島県南相馬市や高知県に
おいてロケットの実証実験場やスペース
ポート構想がある。また、宇宙有翼機
向けスペースポート（大分空港、下地
島空港）がある。

３－２ 課題

【主な設備】
・射点 ：１(整備中)
・組立棟：１ (整備中)

射場施設からの打上げ実績を
有する主な射場

日本成長戦略会議 航空・宇宙WG（2026.1.22）資料より



検討の方向性

政府としては2030年前半までに官民ロケットで計年間30機打上げ※を目標
※「宇宙戦略基金 基本方針」（内閣府・総務省・文部科学省・経済産業省）

令和７年12月のH3ロケット８号機は打上げに失敗し、現在、文部科学省・
JAXAにおいて対策本部を設置して原因究明に向けた取組みを進めているが、我
が国の宇宙輸送に係る自立性確保、国際競争力強化に向けて、宇宙輸送能力の
強化に向けた取組み※を継続する必要がある。
※ 基幹ロケット（H3ロケット、イプシロン）については文科省・JAXAを中心に、各事業者開発の民間ロ
ケットについてはSBIRフェーズ３基金事業や宇宙戦略基金等を通じて技術開発を強力に推進

世界各国・地域ではロケット・宇宙機開発や射場・宇宙港を整備し、打上げ能力の強化が
進む。加えて、米国では、宇宙ステーション商業化に伴う再突入高頻度化にも着手。

日本はロケット・衛星の製造能力に加え、海に面した地理を活かし、宇宙輸送のアジア・中
東のハブとなる潜在力を有する。宇宙インフラの基礎となる射場・宇宙港について、足下の
射場整備含め課題を整理し、その解決に向けた取組・ロードマップを整理すべきではない
か。

３－３ 検討の方向性
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宇宙輸送の将来像（宇宙技術戦略（令和6年3月28日 宇宙政策委員会決定）より）

衛星 宇宙飛行士構造物 ローバ ロボット 宇宙旅行

E
P

S
iL

O
N

JAXA

J
A
P
A
N

H 3
JAXA

民間ロケット

H 3

JAXA

J
A
P
A
N

月・火星等
（深宇宙）

GEO,MEO

LEO

基幹ロケット 次期基幹ロケット 宇宙港
（射場・スペースポート）

J
A
P
A
N

新たな輸送システム

高速二地点間（P2P）
輸送サービス

月・ゲートウェイ等への
輸送サービス

静止軌道等への
輸送サービス

ISSや商業宇宙ステーション衛星コンステレーション

深宇宙への探査機
輸送サービス

宇宙旅行サービス

宇宙港を核とした
価値創造・地方創生

低軌道輸送サービス
（Dedicated, Rideshare, Constellation）

軌道間輸送サービス

夢・希望

様々なペイロード

教育・研究観光 食産業 ビジネス

宇宙輸送サービスのハブ拠点化
（洋上発射・回収）（再使用）

軌道上サービスステーション

食糧

宇宙ステーションへの
輸送サービス
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宇宙開発戦略推進事務局
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